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広域化・集約化の動向



広域化・集約化に関する通知

• 2019年3月「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びご
み処理施設の集約化について（通知）」

• 2024年3月「中⾧期における持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理
の広域化及びごみ処理施設の集約化について（通知）」
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項目 2019年通知 2024年通知
計画策定期限 2021年度末 2027年度末

計画期間 原則として10年間 2050年度まで
（20年間以上）

備考 2050年度までの施設数
の変遷を記載



ごみ総排出量・1人１日あたり排出量の推移
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ごみ焼却施設数の処理能力別推移

環境省 一般廃棄物処理実態調査より



ごみ焼却処理量の処理能力別推移

環境省 一般廃棄物処理実態調査より
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広域化・集約化によるスケールメリット
＜建設費用＞ ＜運転費用＞
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処理能力あたり建設費用 処理能力あたり年間運転費用
ごみ発電あり、Rあり
ごみ発電あり、Rなし
ごみ発電なし、Rあり
ごみ発電なし、Rなし

R：リサイクル施設



広域化・集約化によるスケールメリット
＜消費電力＞ ＜ごみ発電量＞
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〈焼却施設消費電力原単位実績値と予測値のプロット〉 〈焼却施設発電原単位実績値と予測値のプロット〉



広域化・集約化が進まない理由の例

1. 広域化・集約化を行うメリットが少ないと判断
2. 市町村間の調整が困難
3. 住民との調整が困難

広域化・集約化が進まなかった事例及び検討段階で市町村の離脱
があった事例（計12件）を対象としたヒアリングを基に整理

出典：環境省（2020）「広域化・集約化に係る手引き」



１．広域化・集約化を行うメリットが少ないと判断

集約化前 .

集約化後.

出典：環境省（2020）「広域化・集約化に係る手引き」



２．市町村間の調整が困難

使用開始

使用開始

使用開始

更新

更新

更新

2000 2010 2020 2030

出典：環境省（2020）「広域化・集約化に係る手引き」



広域化・集約化を阻む要因への対応策
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収集運搬
費の増加

ごみ中継施設
の導入

収集運搬費
の削減

更新時期
の違い

基幹改良に
よる延命化

更新時期の
違いを吸収

ごみ圧縮装置写真出典：新明和工業

延命化
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最適化の事例研究



事例研究

1. 静的最適化
• 対象期間：2050年（単年のみ）
• 対象地域：47都道府県
• 中継施設を考慮

2. 動的最適化
• 対象期間：2025年から2050年までの26年間（多期間）
• 対象地域：京都府
• 中継施設と基幹改良を考慮
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１．静的最適化

• 最適化問題としての定式化
• 目的関数
• 制約条件

• ケーススタディの実施
• 各種パラメータの設定

• ごみ発生地点、地点別ごみ発生量
• 中継施設候補地、処理施設候補地
• 地点間の距離
• 建設費用関数、運転費用関数

• 最適化計算の実行
• Gurobi 12

• 結果
• 京都府
• 47都道府県
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目的関数：コスト

min෍෍𝑐𝐵 𝑡, 𝑘 + 𝑐𝑂 𝑡, 𝑘 + 𝑐𝐷 𝑡, 𝑘

௄

௞ୀଵ

+෍෍෍𝛼 ⋅ 𝐿 𝑖, 𝑘 ⋅ 𝐹[𝑡, 𝑖, 𝑘]

ூ

௜ୀଵ

௄

௞ୀଵ

்

௧ୀଵ

−෍𝑉 𝑇, 𝑘

௄

௞ୀଵ

்

௧ୀଵ

建設費

処理施設関係費用 収集運搬費用 残存資産価値＋ －

運転費 解体費 輸送
単価

輸送
距離

輸送
量

※：動的最適化での目的関数を簡略表示している（中継施設・基幹改良の費用を省略）
静的最適化では t 方向のΣがなくなり、建設費・解体費は1年あたりの平均費用となる。
また、残存資産価値も考慮しない。



制約条件

1. ある地域iで発生したごみは、必ずどこかの施設kで処理される。

2. 施設の処理量は、その施設の処理能力以下である。

3. 施設の処理能力は、前年の処理能力に、建設量・解体量を加除した値。

4. 施設建設は更地（前年の処理能力ゼロ）にしかできない。

5. 前年に施設がなければ、その施設を解体できない。

6. 施設の建設には、4年（解体とあわせて5年）を必要とする。

7. 施設は建設後、25年以内に解体される。

8. 施設の残存価値は、定額法で毎年減少する。
ただし、解体したらゼロ、新規建設したら建設コストと等しくなる。

9. その他：連続変数と0-1変数との対応関係に関する制約式、
既存施設の期首における処理能力や残存耐用年数の初期値の設定、
非線形関数の区分線形近似に関する制約式、中継施設・基幹改良に関する制約など

黒字：１期間での最適化と共通
赤字：複数期間での最適化で使用
青太字：本研究で新たに導入



ごみ発生地点の設定（京都府）：
小学校区（2013年時点で開校していた421校）

18

●ごみ発生地点
■居住地

〈ごみ発生地点〉

出典：「国土数値情報ダウンロードサイト」、「総務省統計局」のデータを基に作成



ごみ焼却施設・中継施設の候補地の設定（京都府）
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〈中継施設の候補地68地点〉

●中継施設候補地
■居住地

※計算時間の制約上K-means法によって本来の144施設から68施設に集約
出典：「国土数値情報ダウンロードサイト」、「総務省統計局」を基に作成
2012年7月時点に存在した廃棄物処理施設及び下水道処理施設

〈ごみ焼却施設の候補地16施設13地点〉

●焼却施設候補地
■居住地

※2021年度に京都府内で稼働中の16施設・13地点
出典：「国土数値情報ダウンロードサイト」、「総務省統計局」を基に作成
京都府以外の都道府県では2012年時点の情報を使用。



各地点間の距離は、幅員5.5m以上・高速道路使用有の最短距離
を条件としてACT距離計算クライアントで求めた
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〈ACT距離計算クライアント計算画面〉



【結果】京都府：
コスト最適化の場合、中継施設2施設、焼却施設3施設が配置され、
エネルギー最適化の場合、中継施設12施設、焼却施設2施設が配置された
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〈コスト最適な中継施設、焼却施設の位置〉 〈エネルギー最適な中継施設、焼却施設の位置〉

136(t/day)

600(t/day)

690(t/day)

707(t/day)

728(t/day)



都道府県別のコスト最適化での焼却処理施設数の推定結果（2050年）
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人口密度と中継施設の導入効果の関係
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人口密度：高
⇒中継施設効果：小

人口密度：低
⇒中継施設効果：大～小

中継施設導入による焼却施設の減少率
＝(A－B) / A
A: 中継施設なしの場合の焼却処理施設数
B: 中継施設ありの場合の焼却処理施設数
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事例研究

1. 静的最適化
• 対象期間：2050年（単年）
• 対象地域：47都道府県
• 中継施設を考慮

2. 動的最適化
• 対象期間：2025年から2050年までの26年間（多期間）
• 対象地域：京都府
• 中継施設と基幹改良を考慮

24



ブロック区割りの設定

本研究でのブロック
■丹後・中丹ブロック
■南丹・京都市ブロック
■山城ブロック
※南丹ブロックと京都市
ブロックを統合した

京都市
ブロック

南丹
ブロック

丹後・中丹
ブロック

山城
ブロック

３ブロック別に最適化した結果を初期解として、
京都府全体を一括して最適化する計算を実施。
24時間計算した時点での最良解を採用。



動的最適化での焼却施設の配置と処理能力（ton/日）
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2025年 14施設（稼働13施設） 2050年 5施設



焼却施設能力・施設数の推移
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３ブロック別最適化 vs 全体最適化（ブロック間融通あり）

輸送 中継
建設

中継
運営

焼却
建設

焼却
運営

基幹
改良

焼却
解体

焼却
残存
価値

目的
関数
値

ブロック別 1,418 140 22 786 1,083 109 46 376 3,227
全体一括 1,421 147 23 699 1,019 109 47 388 3,078
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費用内訳（億円）

2050年末時点の焼却処理施設数
ブロック別：６施設
全体一括 ：５施設

広域化ブロック別に最適化した場合よりも
全体を一括で最適化した場合の方が、
累積で150億円（約5%）のコスト削減となった。

⇒広域化ブロック間の処理能力の融通による。



中継施設および基幹改良の効果

• 2025～2050年までの合計費用・期末施設数
• 中継施設なし・基幹改良なし：3437億円・6施設
• 中継施設あり・基幹改良なし：3330億円・3施設
• 中継施設なし・基幹改良あり：3214億円・6施設
• 中継施設あり・基幹改良あり：3078億円・5施設

• 2025年～2050年までの合計費用の削減額・施設数削減効果
• 中継施設の効果：107億円～136億円減・1～3施設減
• 基幹改良の効果：223億円～252億円減・0～2施設増

• 基幹改良による延命化の費用削減効果は大きく、
更新時期の調整による施設集約のメリットを上回る。
⇒全ての施設で延命化しようとするため、更新時期の調整弁とはならない。

• 他の都道府県でも実施し、基幹改良が更新時期の調整機能を持ちうるか検
証。
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まとめ

• 広域化・集約化を進めることで、処理施設のスケールメリット
が得られる。

• 収集運搬費の増加や、施設間での更新時期の違いが、広域化・
集約化の障壁となっている。

• 収集運搬費の増加は、中継施設の導入によって緩和される。特
に、人口密度の低い地域（輸送距離の⾧い地域）で効果が出や
すい。

• 施設間の更新時期の違いが、基幹改良によって緩和されるか
は、現時点では不明。

• 広域化ブロックをまたいだ処理能力の融通は、処理施設のさら
なる集約やコスト削減に寄与する。
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